
2001年 2月
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卸売物価指数における調査価格の変更実績（2000 年 4～6 月中）

１．調査価格の変更件数

── (　)内は前年、[　]内は全体の調査価格数＜2000／12 月時点＞

主な類別 件　数 主な品目名

国内卸売物価 [3,375] 188(133) ────

電 気 機 器

化 学 製 品

非 鉄 金 属

非 食 料 農 林 産 物

繊 維 製 品

そ の 他 工 業 製 品

パルプ･紙･同製品

加 工 食 品

鉄 　 　 　 鋼

輸 送 用 機 器

窯 業 ･ 土 石 製 品

一 般 機 器

 37( 29)

 35( 20)

 15(  5)

 12(  0)

 11(  9)

 11( 11)

 10( 10)

  9( 11)

  8(  4)

  8(  1)

  6(  3)

  6(  6)

電子計算機本体、外部記憶装置、集積回路、携帯電話、

ファクシミリ、入出力装置、カラーテレビ、

ビデオカメラ、ポータブルオーディオ、電気洗濯機、

交通信号保安装置

スチレンモノマー、ＡＢＳ樹脂、感冒薬、ビタミン剤、

循環器官用薬、シャンプー、歯みがき、

レンズ付フィルム

アルミニウム再生地金、アルミニウム条、

アルミニウム板、通信ケーブル

松丸太、なら丸太、ぶな丸太、杉小丸太、パルプ材

羊毛トップ、ナイロン長繊維糸、縫糸、タイヤコード、

Ｔシャツ

ピアノ、球技用具、ゴルフ用具、釣具、スニーカー、

辞典

クラフト紙、軽包装紙袋、段ボール箱、紙おむつ

スナック菓子、豆腐、冷凍調理食品、レトルト食品

溶融亜鉛めっき鋼板、電気亜鉛めっき鋼板

軽乗用車、小型乗用車、普通乗用車、自動車部品

ポルトランドセメント、生コンクリート、

陶磁器製食器、耐火れんが

汎用ディーゼル機関、コンバイン、業務用エアコン、

自動販売機

輸 出 物 価  [  624]  41( 38) ────

電 気 機 器

金 属 ･ 同 製 品

一 般 機 器

 19( 11)

  7(  7)

  6(  3)

電子計算器本体、外部記憶装置、集積回路、

ファクシミリ、ビデオテープレコーダ、オーディオ、

蓄電池、医療用計測器

形鋼、クロムめっき鋼板、ブリキ、ボルト･ナット

電動工具、放電加工機、複写機、電子卓上計算機

輸 入 物 価  [  895]  46( 38) ────

機 械 器 具

食 料 品 ･ 飼 料

木 材 ･ 同 製 品

 17( 11)

 12(  8)

  7(  0)

集積回路、入出力装置、オーディオ、ルームエアコン、

電子レンジ、カメラ、電動工具、航空機

豚肉、鶏肉、ビール、ブランデー、ウィスキー、麦芽、

調整甲殻類、たばこ

えぞ松丸太、から松丸太、合板

合　　　 計  [4,894] 275(209) ────

（注）調査価格の変更：調査対象商品の変更、取引条件の変更、調査先の変更、輸出先・輸入元の変更、

契約通貨の変更等。



２．新旧商品の品質調整の方法

── 件、(　)内は前年

国内卸売物価 輸 出 物 価 輸 入 物 価 合　　計

コ ス ト 評 価 法

オーバーラップ法

ヘ ド ニ ッ ク 法

直 接 比 較 法

単 価 比 較 法

比 較 困 難

そ 　 の 　 他

54(  36)

14(  34)

 3(   2)

56(  31)

 6(   5)

55(  25)

 0(   0)

21(  10)

 4(   1)

 0(   0)

13(   8)

 0(   0)

 2(  10)

 1(   9)

11(  12)

 6(   2)

 0(   1)

13(  12)

 0(   0)

13(   7)

 3(   4)

86(  58)

24(  37)

 3(   3)

82(  51)

 6(   5)

70(  42)

 4(  13)

（注 1）各品質調整方法の内容とその具体例については、「卸売物価指数の解説」付録編の付８「品質調整

の具体例」をご覧下さい。

（注 2）その他は、契約通貨の変更。

３．指数上の処理

── 件、(　)内は前年

国内卸売物価 輸 出 物 価 輸 入 物 価 合  　計

値　上　げ

保　合　い

値　下　げ

 3(   2)

  148(  96)

37(  35)

 0(   0)

17(  31)

24(   7)

 1(   0)

37(  32)

 8(   6)

 4(   2)

  202( 159)

69(  48)

（注）オーバーラップ法（新旧商品の価格差を両商品の品質差とみなして、実質保合いで指数を接続する

方法）を適用したケースについても、新しい調査価格が前月に比べ下落（上昇）している場合は、値

下げ（値上げ）処理として扱っている。

４．その他

【価格調査段階の変更＜国内卸売物価＞】

── (　)内は変更を行った調査価格数

類　別 品目名 変更内容 実施月

パルプ･紙･同製品

繊  維  製  品

〃

〃

化  学  製  品

クラフト紙　　　　　　（ 1）

人絹織物　　　　　　　（ 1）

毛布　　　　　　　　　（ 1）

タイヤコード　　　　　（ 2）

不飽和ポリエステル樹脂（ 1）

卸売→生産者

卸売→生産者

卸売→生産者

卸売→生産者

卸売→生産者

4月

4月

4月

6月

5月

──　需給の動きや技術革新の影響を含めた価格動向を、より的確に指数に反映する目的
で実施。

以　上


